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始まったOSSアプリケーションの活用

広く普及したOSS
商用ソフトウエアのソースコー

ド（プログラミング言語で記述さ
れたコンピュータプログラム）は、
開発元企業の企業秘密であり公開
されることはない。これに対して、
ソースコードがインターネットな
どで公開されているソフトウエア
がOSSである。多くのOSSは、有
志のソフトウエアエンジニアが趣
味や研究目的で開発したソフトウ
エアを無償で公開したものを起源
にしている（このほか、企業が開
発したソフトウエアをOSSとして
無償公開しているものもある）。

図１に、OSSの適用領域と各領
域の製品を示す。OSSの導入はま
ずOSから始まり、その後、Web
サーバーやアプリケーションサー

バー、データベースといったミド
ルウエア領域にも普及していっ
た。OSの「Linux」、アプリケー
ションサーバーの「Tomcat」、デ
ータベースの「PostgreSQL」な
どはよく知られたOSSである。ス
マートフォンやタブレット端末の
OSである「Android」、クラウド
基 盤 ソ フ ト ウ エ ア で あ る

「OpenStack」、ビッグデータの分
散 処 理 フ レ ー ム ワ ー ク の

「Hadoop」も近年よく使われてい
るOSSである。

OSSには次のようなメリットが
ある。

①無償で使用できるものが多い
②高品質のものも多く、自社開

発よりリスクを低減できるこ
とがある

③ソースコードが多くの技術者
の目に触れるため不具合が発
見されやすい

④利用者はダウンロードしてす
ぐに試すことができる

⑤自社の要件に合わせて柔軟に
カスタマイズできる

OSSはこれらのメリットによっ
て着実に普及してきた。今では企
業の情報システムに欠かせない存
在となり、さまざまな分野で利用
されている。

OSSの業務アプリ
ケーション

最近は、業務アプリケーション
の領域でも優れたOSSが登場し、
企業への導入が始まりつつある。

代表的なOSSアプリケーション
で、野村総合研究所（NRI）への
問い合わせが多いのは以下の製品
である。 

①ERPシステム：「 iDempiere」 
②ドキュメント管理システム：
「Alfresco」

③サービスデスクシステム：
「OTRS」

④ 統 合 I D 管 理 シ ス テ ム：
「OpenIDM」
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現在、OS（基本ソフト）やミドルウエア領域で広く普
及しているオープンソースソフトウエア（OSS）は、昨今、
ソフトウエアライセンスコストの削減、情報システムのグ
ローバル化対応、「アプリケーションを業務に合わせる」
カスタマイズの容易性を理由に、ERPやドキュメント管
理、サービスデスク、統合ID管理といった業務アプリケ
ーション領域での普及が始まっている。このようなOSSを、
ライセンスや保守サポート、バージョンアップといった点
に留意しながら使うことにより、通常の商用製品にはない、
OSSならではの上述の利点を享受できる。
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を参照されたい。

OSSアプリケーションが
注目される理由

OSSアプリケーションは、この 
２、３年の間で検討フェーズから
導入フェーズに移りつつある。こ
こでは、企業が導入を進める理由
や背景について確認しておきたい。

（1）ソフトウエアコストの削減
商用の業務アプリケーションの

多くは、ライセンス費用や保守サ
ポート費用について、ユーザー数
に応じた価格体系を採用してい
る。そのため、従業員が多い企業

ほどコストが高くなる。
これに対してOSSアプリケーシ

ョンは、初期費用は無料であり、
保守サポート費用（年間利用許諾
料を含むケースもある）はサーバ
ーの台数やCPU（中央演算処理
装置）の数によって決まることが
多い。NRIの経験によると、従業
員（ユーザー数）が数百〜千人を
超えると OSSのコストメリット
が明確になる。当然ながら、従業
員が数千人、数万人の企業は大き
なコストメリットを得られる。

最近は多くの企業が海外市場に
進出しており、それに伴って海外
拠点における情報システムの整備

も急速に進んでいる。このような
ケースでは、従来は拠点ごとに独
自にシステムを構築することが多
かったが、最近では、情報共有、
サプライチェーンの最適化、内部
統制などをグローバル規模で一元
化するために、グローバルに統一
した情報システムを構築すること
が多くなっている。この場合、ユ
ーザー数が膨れ上がることから、
コスト面で有利なOSSアプリケー
ションを採用するケースが増えて
いる。

国内にかぎっても、近年ではグ
ループ全体で情報共有や内部統制
を考える企業が増えており、ユー

図1　OSSの適用領域と製品

注）BI：ビジネスインテリジェンス
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ザー数の観点からOSSアプリケー
ションのメリットは大きい。

（2）グローバル化への対応
情報システムのグローバル化に

対応してOSSアプリケーションを
導入することには、コスト面だけ
でなく言語や通貨の面での対応と
いう意味でもメリットがある。よ
く知られたOSSは主要言語や主要
通貨に対応しており、NRIの導入
支援の事例でも、グローバルシス
テムでERPや統合ID管理などの
OSSアプリケーションを導入する
ケースは多い。

（3）自社業務への適合容易性
従来、業務アプリケーションの

導入を成功させるための定石は
「業務をアプリケーションに合わ
せる」ことであった。しかしこの
場合、高度に洗練された業務プロ
セスを変更せざるをえなくなって
現場が混乱するケースや、商用製
品に対して無理やりカスタマイズ
やアドオン開発を行ってコストが
増大するケースが少なくなかった。

OSSアプリケーションは、これ
とは逆に「アプリケーションを業
務に合わせる」というアプローチ
が容易である。確かに、OSSアプ
リケーションは商用製品と比較し

て機能面で劣る点も多い。しかし
その場合でも、シンプルな中核機
能を使いながら、OSSのメリット
を活かして業務に合わせたカスタ
マイズやアドオン開発をすること
で、その企業にマッチした情報シ
ステムを実現することが可能であ
る。他社と差別化できる強い業務
プロセスを持っている企業は、そ
の強みを損なうことなくコスト面
のメリットを享受することが可能
となる。

OSSアプリケーション
導入時の注意点

OSSアプリケーションの導入に
当たっては、以下の点に注意する
必要がある。

（1）オープンソースライセンス
OSSは多くの場合は無償で利用

できるが、オープンソースライセ
ンス（使用許諾条件）があり、こ
れを遵守しなくてはならない。ほ
とんどのオープンソースライセン
スは、派生ソフトウエアの配布に
当たってはソースコードの公開を
義務づけている（元のOSSと同じ
ライセンスでの再配布を求めてい
る）。そのため、「企業がOSSをカ
スタマイズした場合、公開される
ことによって企業のノウハウが流

出してしまうのではないか」とい
った懸念の声が聞かれることがあ
る。しかし、そのような公開義務
が生じるのは、ほとんどの場合ソ
フトウエアを第三者に提供するケ
ースである。カスタマイズした
OSSを製品として販売せず、自社
で使用するかぎりにおいては公開
の義務は生じない。オープンソー
スライセンスについて理解してお
く必要はあるが、自社での利用の
場合はそれほど神経質になる必要
はない。

（2）保守サポート
OSSは一般に開発元からの保守

サポートサービスが提供されない
ことは留意しておく必要がある。
そのためシステムインテグレータ
ーなどが提供している有償の保守
サポートサービスの利用を検討す
べきであろう。「OpenStandia（オ
ープンスタンディア）」の名称で、
NRIもOSSの保守サポートサービ
スを提供している。

OSの「Linux」やミドルウエア
の「Tomcat」などは、開発者や
利用者（オープンソースコミュニ
ティ）の人数が多く、インターネ
ット上でも情報が豊富にあるた
め、有償の保守サポートサービス
を利用しなくてもユーザー企業が
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自力で保守できる場合もある。し
かし、OSSアプリケーションの場
合はコミュニティの規模が小さい
ケースがあり、インターネットな
どでは十分な情報が得られないこ
とも多いため、有償のサポートサ
ービスを利用することをお勧めし
たい。

（3）バージョンアップとサポート
OSSアプリケーションをカスタ

マイズした場合に、バージョンア
ップをどうするかという課題があ
る。商用製品と同様、カスタマイ
ズしたソフトウエアはバージョン
アップが困難になる。これに対し
ては２つの選択肢がある。

１つは、「カスタマイズしない」
ことである。「Alfresco」などは、
大幅なカスタマイズをしなくて
も、パラメーターの設定などソフ
トウエアの機能のなかで業務に合
わせた活用が可能である。そのよ
うなOSSアプリケーションはカス
タマイズしないで利用することを
お勧めする。カスタマイズをして
いなければバージョンアップは容
易である。

もう１つは、「導入時のバージ
ョンを長期間利用しバージョンア
ッ プ を し な い 」 こ と で あ る。

「iDempiere」などは、自社業務
に適合させるためのカスタマイズ
の容易さが大きな特徴の１つであ
る。カスタマイズしてもバージョ
ンアップは可能だが、単純なパッ
チ（修正プログラム）適用であっ
てもテストは必須で、その負荷や
コストは多大になる。そのため、
あえて「バージョンアップしない」
という選択が有効なのである。

ただし、セキュリティ問題への
対応や、古いバージョンに対する
サポートが必要な場合は、有償の
サポートサービスを利用すること
をお勧めしたい。これによって、
古いバージョンを使っていてセキ
ュリティ上の問題点が発見された
場合などに、現バージョン用のパ
ッチを、使っている古いバージョ
ンに適用してもらうことが可能と
なる。

存在感を増す
OSSアプリケーション

OSSアプリケーションは、前述

のようにいくつか注意を要する点
もあるが、

● 大きなコストメリット
● 自社業務への適合性（カスタ

マイズの容易さ）
● 情報システムの長期間にわた

る継続利用
──など、通常の商用製品には

ない大きな魅力がある。また、デ
メリットの多くは有償サポートサ
ービスの活用により回避すること
が可能になってきた。今後、業務
アプリケーション領域における
OSSアプリケーションの存在感は
ますます大きくなっていくであろ
う。

『ITソリューションフロンティア』
2013年11月号より転載

寺田雄一（てらだゆういち）
オープンソースソリューション推進室
上席テクニカルエンジニア

高橋雅人（たかはしまさと）
オープンソースソリューション推進室
グループマネージャー


